
業務概要７

⑴ 企画・ 管理担当

企画・ 管理担当は、 予算執行等の管理的業務と と

もに、 調査研究に関する総合調整及び評価、 衛生及

び環境教育の技術指導に関する企画・ 調整、 衛生及

び環境情報の収集及び解析、 研修指導及び精度管理

に関する企画・ 調整、 衛生及び環境に係る広報等を

主な業務と している。

ア 調査研究の調整及び評価

（ ア） 内部評価委員会

センターで実施する調査研究課題について、 本庁

関係課・ 室及びセンター職員で構成する内部評価委

員会において、 事前評価、 中間評価、 事後評価、 追

跡評価を実施する。 また、 試験検査業務の業務評価

を行う 。

（ イ ） 外部評価委員会

内部評価委員会で選定された調査研究課題につい

て、 有識者で構成する外部評価委員会で評価を行

う 。

（ ウ ） 調査研究報告会

年度内の調査研究結果の報告会を行う 。

イ 環境・ 衛生教育

県内の小学校等を対象に、 実習や施設見学を通し

て環境や健康の大切さ を学ぶ体験学習を行ってい

る。

また、 各種団体からの依頼による体験学習や研修

の受け入れも行っている。

ウ 情報の整備

所内LANを構築し 、 同時に複数のク ラ イ アント

からサーバ上のデータを利用するこ と ができるよう

になり 、 業務の効率化が図られている。

関係担当において、 これまでに次のシステムを開

発し、 これらのシステムの改良やデータの更新等の

運用・ 管理が行われている。

①温泉情報データベース

②公共用水域水質測定管理

③地下水水質測定管理

④大気常時測定結果管理

⑤酸性雨測定結果管理

⑥備品管理

⑦公用車予約管理

⑧会議室・ 分析機器の予約管理

工 広報

広報誌「 衛生環境研究センターだより 」 はト ピッ

ク スと して「 大分県気候変動適応センターの取組み

について」 及び「 水環境中におけるPFOS、 PFOA

について」 、 調査研究の紹介と し て「 LC-MS/MS

を用いた自然毒（ キノ コ毒） の分析法について」 な

どの内容を掲載しており 、 県内各保健所、 市町村等

関係機関に配布した。

当センタ ーホームページでは、 施設や業務の紹

介、 感染症情報等について情報提供し ている 。 ま

た、 大分県気候変動適応センターのホームページに

おいては、 県内の気温や降水量等に関する将来予測

情報の他、 気候変動適応策に関する情報や各種取組

み結果等を公表している。

大分県衛生環境研究センター

https : //w ww.pref.oita.jp/site/13002/

大分県気候変動適応センター

https : //occac.jp/
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⑵ 化学担当

化学担当は、 食品衛生法、 食品表示法、 医薬品，

医療機器等の品質， 有効性及び安全性に関する法

律、 有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法

律などに基づく 行政検査や依頼検査のほか、 それぞ

れの分野に関連した調査研究、 研修指導等を主たる

業務と している。

これらの業務の概要は、 次のと おり である。

ア 食品衛生に関する業務

（ ア） 行政検査

食品衛生法に基づき食品・ 生活衛生課が策定した

大分県食品衛生監視指導計画により 、 県特産食品、

県内広域に流通する食品、 輸入食品を重点に、 以下

の項目について、 県下５ブロ ッ ク の食品衛生監視機

動班が収去・ 搬入した食品及び食中毒、 違反・ 苦情

食品の検査を行う 。

ａ 残留農薬

県産あるいは輸入野菜・ 果物等に残留する農薬

の検査を３０検体で行った。 また、 一斉試験法の測

定項目の拡大を随時検討し、 現在では３１４項目４４０

成分（ GC２８１成分、 LC１５９成分、 一部重複あり ）

が測定可能である。

ｂ 動物用医薬品（ 合成抗菌剤、 抗生物質等）

市販されている食肉、 鶏卵、 養殖魚介類等に残

留する合成抗菌剤及び抗生物質等の検査を６０検体

で行った。 現在では９１項目１１５成分が測定可能で

ある。

ｃ 食品添加物

市販されている県産の漬物等について、 合成保

存料（ ソルビン酸、 安息香酸等） や漂白剤、 甘味

料、 発色剤の検査を４０検体で行った。

ｄ 特定原材料（ アレルギー物質） 検査

アレルギー物質７品目（ 乳、 卵、 小麦、 そば、

落花生、 えび、 かに） を使用している場合は、 そ

の旨を表示する義務がある。 流通している食品で

使用表示のない３０検体について検査を行った。

イ 家庭用品に関する業務

薬務室の行政検査と して、 有害物質を含有する家

庭用品の規制に関する法律に基づき、 市販の乳幼児

用衣類おむつ、 下着等に使用されているホルムアル

デヒ ド 及び有機スズの残留量検査を１５検体について

行った。

ウ 薬事に関する業務

GMP（ 医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品

質管理の基準）調査要領に基づき、組織や品質マニュ

アル等を整備し公的認定検査機関と して、 平成２５年

３月２５日認定を受けた。

工 食品衛生検査施設における検査等の業務管理

（ GLP : Good Laboratory Practice）

内部点検標準作業書（ SOP : Standard Operating

Procedure） に基づき、 信頼性確保部門責任者によ

る内部点検を実施している。

（ ア） 外部精度管理

食品衛生外部精度管理事業と して、 食品薬品安全

センター秦野研究所が実施している外部精度管理に

参加し、 食品添加物（ ソルビン酸） 、 動物用医薬品

（ スルファ ジミ ジン） 及び農薬３成分（ ク ロ ルピリ

ホス、 チオベンカルブ、 フルト ラニル） について精

度管理を実施している。

（ イ ） 妥当性評価

平成２２年１２月２４日、 厚生労働省部長通知を受け、

以下食品について終了している。

・ 動物用医薬品

牛の筋肉、 豚の筋肉、 鶏の筋肉、 鶏の卵、 すずき

目魚類、 さけ目魚類、 甲殻類、 その他の魚類（ か

れい目）

・ 残留農薬

きゅう り 、 ト マト 、 日本なし、 かんしょ 、 だいこ

んの根、 ねぎ、 ピーマン、 その他のかんき つ類

（ かぼす）

オ 調査研究

・ 遺伝子検査を用いた自然毒分析法の検討
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区 分

項 目
検 体 数 成 分 数

総 件 数 ４ ６ ２ ２ ９，１ １ ４

◎行 政 検 査

残留農薬 ３０ １３，２００

動物用医薬品 ６０ ６，９００

食品添加物 ４０ ２９０

アレルギー物質 ３０ ６０

食品衛生 ヒ スタ ミ ン

食中毒

違反・ 苦情食品

スク リ ーニング

計 １６０ ２０，４５０

薬事衛生

家庭用品 １５ ４５

小 計 １ ７ ５ ２ ０，４ ９ ５

◎依頼検査

食品衛生

小 計 ０ ０

◎調 査 研 究

残留農薬・ 動物性医薬品

遺伝子検査

危機管理対策 １６４ ７１２

食品添加物 １６ １４４

家庭用品

小 計 １ ８ ０ ８ ５ ６

◎精度管理・ 妥当性評価 １０７ ７，７６３

小 計 １ ０ ７ ７，７ ６ ３

表１ 令和５ 年度業務実績（ 化学担当）
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⑶ 微生物担当

微生物担当の業務は、 細菌、 ウイルス、 リ ケッ チ

アおよび血清免疫学等に関する各分野の行政検査、

委託業務検査、 依頼検査、 調査研究ならびに検査技

術の研修・ 指導などである。

行政検査では、 感染症、 食中毒、 収去食品等の検

査、 公共用水域や海水浴場等の水質検査、 公衆浴場

水等のレジオネラ属菌検査、 特定性感染症（ ク ラ ミ

ジア、 エイズ等） の検査および保健所からの依頼に

よる検査を行っている。

委託業務検査では、 厚生労働省の感染症流行予測

事業、 大分市（ 中核市） と の委託契約に基づく 食品

等の微生物学的検査および検疫所と の委託契約に基

づく 検疫感染症検査を行っている。

依頼検査では、 飲用温泉水の細菌検査（ 一般細菌

数、 大腸菌群） などを行っている。

調査研究では、 感染症・ 食中毒の動態及び疫学に

関する研究や新しい検査方法の開発・ 導入に関する

研究等に取り 組んでおり 、 その一部は国や他の地方

衛生研究所等と の共同研究（ 分担研究、 研究協力を

含む） である。

研修・ 指導業務では、 「 大分県衛生環境研究セン

ター研修生取扱要綱」 に基づき主に保健所の検査担

当者を対象と し た検査実技等の研修を行う と と も

に、 「 大分県試験検査精度管理事業実施要綱」 に基

づき微生物部門の精度管理を実施している。

このほか、 県健康政策・ 感染症対策課内に設置さ

れている大分県感染症情報センターに対して、 感染

症情報の収集・ 解析・ 還元等の業務支援を行ってい

る。

ア 感染症

「 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律」 に基づき実施している大分県感染症発

生動向調査事業における 全数把握疾病について、

２０２３年は、 結核２１３人、 腸管出血性大腸菌感染症３４

人、Ｅ 型肝炎４人、重症熱性血小板減少症候群１２人、

つつが虫病１５人、 デング熱２人、 日本紅斑熱９人、 レ

ジオネラ 症１９人、 アメ ーバ赤痢４人、 カルバペネム

耐性腸内細菌目細菌感染症３５人、 急性脳炎７人、 ク

ロイツフェルト ・ ヤコブ病１人、 劇症型溶血性レン

サ球菌感染症７人、 後天性免疫不全症候群６人、 侵襲

性インフルエンザ菌感染症３人、 侵襲性肺炎球菌感

染症１１人、 水痘（ 患者が入院を要すると 認められる

ものに限る。 ）２人、 梅毒８３人、 播種性ク リ プト コッ

ク ス症１人、 破傷風４人、 バンコマイシン耐性腸球菌

感染症１４人、百日咳３人の報告があった。なお、２０２０

年２月に全数把握の指定感染症と して定めら れた新

型コロ ナウイ ルス感染症は、２０２１年２月１３日から 新

型イ ンフルエンザ等感染症に、２０２３年５月８ 日に定

点把握の５類感染症に再分類さ れ、２０２３年は５４，０７１

人が報告された。

腸管出血性大腸菌（ EHEC） 感染症３３人の原因菌

の血清型（ ベロ毒素型） は、 O１５７（ VT２） が１６人、

O１５７ （ VT１ ・ ２ ） が８人、 O１１１ （ VT１ ・ ２ ） が３人、

O１１１（ VT１ ）が２人、 O１０３（ VT１ ）、 O１１５（ VT１ ） 、

O１４６（ VT２） 、 及びOUT（ VT１） が各１人であった。

O１５７（ VT１・ ２） については食中毒事例が１件あり 、

他は家庭内感染または散発事例であった。

当所では同調査事業の一環と して、 検査定点で採

取し た臨床検体から の原因微生物検索を行ってい

る。２０２１年と２０２２年は新型コロナウイルス感染症の

検査対応に忙殺され、 ウイルス検査の受付を中止し

ていたが、 定点把握の５類感染症に位置づけら れた

２０２３年５月８日以降に再開した。 細菌関係は溶血性レ

ンサ球菌感染症及び感染性胃腸炎の検体を検査し

た。２０２３年は、 溶血性レンサ球菌感染症では２２検体

を検査し、１５検体（ ６８％） から A群溶血性レンサ球

菌を分離し た。 そのT型内訳は、 T-１２型１１株、 T-B

３２６４型２株、 T-１型１株、 T-２８型１株であった。 また、

F群溶連菌１株を分離し た。 細菌性感染性胃腸炎で

は、１０８検体を検査し、５９検体（ ５５％） から 下痢症

起因細菌を検出した。 その内訳はサルモネラが４３株

と 多く 、次いでEPECと EHECが各６株、EAggEC３株、

ETEC２株であった。 複数菌同時検出例が１検体あ

り 、 その組合せは、 ETECと EAggECであった。 ウ

イルス関係は再開と なった５月から１２月までである

が、 インフルエンザ様疾患、 手足口病等の患者材料

（ 咽頭拭い液、 糞便等） ２２検体を検査し、１７検体

（ ７７％） から６種１９件のウイ ルスを検出し た。 検出

さ れたのは、 イ ンフルエンザウイ ルスAH３が４件、

コ ク サッ キーウイ ルスA６型及びイ ンフルエンザウ

イ ルスBが各３件、 コ ク サッ キーウイ ルスB５型及び

イ ンフルエンザウ イ ルスAH１ pdmが各２件、 コ ク

サッ キーウイルスA９型、 ライ ノ ウイルスA８１型、 サ

ポウイルス、 ヒ ト ヘルペスウイルス７型及びEBウイ

ルスが各１件であった。

麻しん及び風しんは、 排除状態の達成と 維持のた

め、 県（ 現、 健康政策・ 感染症対策課） 通知に基づ
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き、 感染が強く 疑われる患者全員の麻しん及び風し

んウイ ルスのPCR検査を実施し ている。２０２３年は２

名４検体（ １名２検体は大分市から の依頼） の検査を

実施したが、 両ウイルスと も検出されなかった。

SFTSは、全国的にも患者発生が増加傾向にあり 、

感染が強く 疑われる 患者全員のSFTSウ イ ルス の

PCR検査を実施し ている 。２０２３年は２６名２７検体（ ６

名６検体は大分市から の依頼） の検査を実施し、１３

名１４検体から検出された。

新型コロ ナウイ ルスについては、２０２０年２月から

検査を開始し、２０２３年は７５８検体のPCR検査を実施

した。

イ 食中毒

２０２３年に微生物による食中毒が疑われた検査は１３

事例（ 他自治体からの依頼も含む） で、 昨年より 増

加した。 この内、 細菌関係では６事例を検査し、２事

例からカンピロバク ター、１事例からウエルシュ菌、

１事例から 黄色ブド ウ 球菌、１事例からKudoa遺伝

子、１事例から Kudoa遺伝子およ びユニカプスラ 遺

伝子を検出した。ウイルス関係では７事例を検査し、

いずれも ノ ロ ウ イ ルスGIIを検出し た。 保健所等の

疫学調査の結果、８事例が微生物を原因と する食中

毒事件（ 他県事例を除く ） と 断定された。

ウ 感染症流行予測事業

厚生労働省の感染症流行予測事業に基づき、 県産

豚の血液を対象に日本脳炎の感染源調査を行ったと

こ ろ、７月１９日に最初のHI抗体保有豚が確認さ れ

た。 また、 日本脳炎汚染地区の判定基準であるHI

抗体保有率５０％以上を 超えたのは８月１６日であっ

た。

エ インフルエンザ

２０２３年の年間定点当たり の報告数は、６６１．３４人

（ 実報告数３８，３５８人）で、２０２２年の３．２４人（ 実数１８８

人） よ り 増加した。２０２２／２０２３シーズンは、 例年の

流行動態より も 遅い２０２３年第６週にピーク を迎え、

その後緩やかに減少したが、２０２３年第１８週を除いて

定点あたり の報告数１．００人を下回るこ と のないま

ま、 次のシーズンに移行した。２０２３／２０２４シーズン

は、 第３８週から報告が増加し始めた。 第４７週には警

報基準値を超え（ ３４．７６）、第５０週にはピーク（ ５５．１７）

を迎えて４年ぶり の大流行と なった。

病原体サーベイ ラ ンスにおいては、２０２２／２０２３

シーズンに提出さ れた検体からはA型インフルエン

ザウイルス（ AH３）が多く 検出され、２０２３／２０２４シー

ズンに提出さ れた検体から はB型インフルエンザウ

イルスが多く 検出された。

オ 食品検査

２０２３年度に大分県食品衛生監視機動班等が収去し

た食品９５検体について、 食中毒起因菌及び抗生物質

等を検査した。 食用肉では２０検体中、 黄色ブド ウ球

菌が４件、 サルモネラ属菌が２件検出されたが、 病原

性大腸菌と 抗生物質は不検出であった。 加熱食肉製

品（ 加熱後包装） １０検体は規格基準の項目について

検査を行い、 いずれも検出されなかった。 県産鶏卵

１０検体についてサルモネラ属菌と 抗生物質、 輸入及

び県内産の養殖魚介類２０検体について抗生物質の検

査を行い、全て不検出であった。県産ミ ネラルウォー

ター１０検体の検査では、 大腸菌群は全て不検出で、

原水の基準である１００ cfu/mLを超える一般細菌数が

１検体から検出された。 二枚貝（ 加熱用生カキ） ５検

体からはノ ロウイルス遺伝子は検出されなかった。

カ 水の検査

２０２２年度から水質汚濁防止法等に基づく 公共用水

域の河川等の環境水調査の大腸菌の項目が外部委託

と なったため、 その分の検査はなく なったが、 海水

浴場水の大腸菌数（ ３６検体） と EHEC O１５７（ ９検体）

の検査、 鳥インフルエンザで処分された鶏の埋却地

周辺の河川水（ ２４検体） の大腸菌数等の検査を行っ

た。

公衆浴場水は、２９施設の５６検体（ 浴槽水２９検体と

湯口水２７検体） について、 微生物検査を実施し、５６

検体中２１検体（ ３８％） からレジオネラ属菌が検出さ

れた。 内訳は「 掛け流し施設」 では浴槽水１４検体中

７検体（ ５０％） 、 湯口水１３検体中５検体（ ３８％） で、

「 循環式施設」 では浴槽水１２検体中３検体（ ２５％） 、

湯口水１１検体中６検体（ ５５％） 、 「 非循環式施設」

では浴槽水３検体中０検体（ ０％） 、 湯口水３検体中０

検体（ ０％） であった。

キ 血清学的検査等

（ ア） リ ケッ チアに対する抗体検査

日本紅斑熱を疑う 患者（ 大分市含む） のペア血清

５件１０検体について抗‐ 日本紅斑熱リ ケッ チア抗体

（ IgG、 IgM） を検査し た。 また、 患者皮膚のマダ

ニ刺口部痂皮１３件（ 検体）について日本紅斑熱リ ケッ
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チア遺伝子を検査し、９件が陽性であった。

（ イ ） HIV抗体等の検査

「 大分県HIV抗体検査実施要領」 に基づく HIV抗

体の確定検査等（ 大分市含む） は４件で、 結果は３件

陽性であった。 また、 「 福祉保健部及び生活環境部

医療従事者等職員のB型肝炎感染防止対策実施要

綱」 によ る 保健所職員等のHBs抗原・ 抗体につい

て、 各９０検体計１８０成分の検査を実施し た。２００７年

度から大分県特定感染症検査事業と してク ラ ミ ジア

と C型肝炎ウイルス（ HCV） の検査を実施している

が、２０２３年度はク ラ ミ ジアPCR検査を１４９件実施し

陽性４件、 HCV検査は０件であった。

ク 調査研究

新型コロナウイルスの全ゲノ ム解析や腸管出血性

大腸菌や薬剤耐性菌の分子疫学的調査、 ウイルス・

リ ケッ チア等の検査法の検討等に取り 組んだ。

ケ 研修指導

保健所検査室等の検査担当者を対象に、 検査業務

に関する精度管理（ EHEC O２６） を実施した。
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区 分

項 目
検 体 数 成 分 数

総 件 数 ２，５ １ １ ６，１ ５ １

◎行政検査

（ 病原体分離・ 同定・ 検出）

感染症 １，２３９ ３，４５３

食中毒 １５４ ５１５

食品 ９９ ２６７

水質検査 １６１ ４５６

その他 ０ ０

（ 血清検査）

エイズ ２ ８

Ｂ 型肝炎 １８０ １８０

その他（ Ｃ型肝炎等） ０

小 計 １，８ ３ ５ ４，８ ７ ９

◎委託業務検査

感染症流行予測調査 １６０ ２４０

食中毒・ 食品・ 血清等（ 大分市） ３６ ８６

小 計 １ ９ ６ ３ ２ ６

◎依頼検査

（ 病原体分離・ 同定・ 検出）

飲用水 ０ ０

（ 血清検査）

つつが虫病 ０ ０

小 計 ０ ０

◎調査研究

共同研究 ２５ ９０

感染症疫学調査研究 ２９７ ５６０

食中毒病原体調査研究 １３４ ２００

検査法開発導入調査研究 ２４ ９６

小 計 ４ ８ ０ ９ ４ ６

◎精度管理 ４４ ２０４

小 計 ４ ４ ２ ０ ４

表２ 令和５ 年度業務実績（ 微生物担当）
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⑷ 大気・ 特定化学物質担当

大気・ 特定化学物質担当は、 大気汚染や特定化学

物質の環境保全対策に資するため、 法律等に基づく

行政検査、 委託検査業務及び調査研究業務を主たる

業務と している。

ア 行政検査

（ ア） 大気汚染の常時監視

大気汚染防止法に基づき、 昭和４６年度から テレ

メ ータシステムで監視を行っている。令和５年度は、

大気汚染状況の常時監視を県内１０か所においてオン

ラインシステムで二酸化硫黄、 窒素酸化物、 浮遊粒

子状物質、 光化学オキシダント 、 微小粒子状物質

（ PM２．５） 及び風向・ 風速を測定している。

平成２７年１０月から は２地点で微小粒子状物質の成

分分析を開始している。

（ イ ） 交通環境・ 一般環境の大気測定調査

常時監視測定局が設置されていない道路沿道など

の地域の大気汚染物質濃度（ 二酸化硫黄、 窒素酸化

物、 浮遊粒子状物質、 一酸化炭素、 光化学オキシダ

ント ） の実態を把握するため行った。

（ ウ ） 有害大気汚染物質調査

大気汚染防止法に基づき、 平成９年度から 一般環

境等における揮発性有機化合物（ VOC） 等の有害

大気汚染物質についてモニタリ ング調査を行ってい

る。 令和５年度は、 行政検査により ５市の一般環境等

において調査を行った。

（ エ） 浮遊粉じん調査

浮遊粉じ んによ る 大気の汚染状況を把握する た

め、 令和５年度は、 行政検査によ り 重金属成分等の

調査を１市の固定発生源周辺で行った。

イ 委託検査業務

（ ア） 環境放射能調査

放射能のバッ クグランド を測定し、 環境放射能の

水準を把握するため、 文部科学省（ 現在は原子力規

制庁） の委託を受け、 昭和６２年度から調査を行って

いる。令和５年度も引き続き、定時降水中のβ線や、

県内５か所でモニタ リ ングポスト によ り 空間放射線

量率の測定を行う と と もに、大気浮遊じん、降下物、

土壌、 野菜、 牛乳等のγ線を測定し、 環境中に存在

する放射性核種の調査を行った。

（ イ ） 化学物質環境実態調査

平成２５年度から環境省の委託を受けて、 環境リ ス

ク が懸念される化学物質の大気環境中の量を調査し

ている。 その結果は、 「 特定化学物質の環境への排

出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」

の「 指定化学物質」 及びそれ以外の化学物質に係る

施策の基礎資料等と して利用されている。

ウ 精度管理

令和５ 年度は酸性雨測定（ 全環研） に関する分析

機関間比較調査、 原子力規制庁委託環境放射能水準

調査に関する精度管理、 国際原子力機関（ IAEA）

の海水の放射能分析についての精度管理事業に参加

した。

エ 調査研究

（ ア） 酸性雨調査

平成３年度から 全国環境研協議会の酸性雨全国調

査に参加している。

また、 県内における酸性雨の実態と 推移の把握を

目的と して、 大分市において昭和６０年度から継続的

に調査を行っている。

（ イ ） PM２．５の発生由来等の調査

大分県では、 常時監視測定局でPM２．５濃度を測

定しているが、 平成２７年１０月から成分分析を行い、

発生源を推定するための研究を行っている。 平成３０

年からは、 ケイ素およびレボグルコサンを新たな指

標成分と して加え、 分析を行っている。

（ ウ ） 国立環境研究所等と のⅡ型共同研究

令和５年度は、 「 光化学オキシダント 等の変動要

因解析を通した地域大気汚染対策提言の試み」 に参

加した。
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区 分

項 目
検 体 数 成 分 数

総 件 数 １，０ ９ ０ ３ ５，３ ５ ９

◎行政検査

大気汚染常時監視 １２０ ２５，３６８

PM２．５成分分析調査 ２２４ ５，２６４

交通環境・ 一般環境調査 ５ ９３２

有害大気汚染物質調査 ２１６ ８７６

浮遊粉じん調査 １２ １２

その他 １２ ４８

小 計 ５ ８ ９ ３ ２，５ ０ ０

◎委託業務検査

環境放射能調査（ 原子力規制庁） １８１ ２６７

環境化学物質調査（ 環境省） ３ ３

小 計 １ ８ ４ ２ ７ ０

◎依頼検査

小 計 ０ ０

◎調査研究

酸性雨調査 ３０７ ２，５４０

その他 ０ ０

小 計 ３ ０ ７ ２，５ ４ ０

◎精度管理

酸性雨調査 ２ ２０

放射能調査 ８ ２９

小 計 １ ０ ４ ９

表３ 令和５ 年度業務実績（ 大気・ 特定化学物質担当）
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⑸ 水質担当

水質担当は、 水質汚濁防止法、 廃棄物処理法、 温

泉法に基づく 行政検査、 委託業務検査、 依頼検査並

びに調査研究を主たる業務と している。

ア 行政検査

（ ア） 測定計画による調査（ 公共用水域及び地下水

の水質調査）

公共用水域の水質測定は、 昭和４６年度から水質汚

濁防止法に定める測定計画に基づいて実施し てい

る。 令和５年度は、 県担当分の３９河川５８地点、２湖沼

６地点において生活環境項目（ ９項目） 、 健康項目

（ ２６項目） 、 要監視項目（ ２５項目） 、 水生生物保全

項目（ ３項目） 、 特定項目（ １項目） 、 特殊項目（ ２

項目） 及びその他項目（ ９項目） について年１～１２回

の測定を行った。

また、 地下水の水質測定は、 測定計画に基づき県

担当分の５０井戸において環境基準項目（ ２７項目） 、

要監視項目（ ２３項目） 及びその他項目（ ７項目） に

ついて年１～２回の測定を行った。

（ イ ） 海水浴場水質調査

県下の主要海水浴場（ 年間利用者数が、 おおむね

１万人以上） の水質の現況を把握すると と も に、 そ

の結果を公表して住民の利用に資するこ と を目的と

して、 昭和４７年度から実施している。

令和５年度は、６か所について、 遊泳期間前２回、

遊泳期間中１回調査を実施した。

（ ウ ） 工場・ 事業場排水監視調査

水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法

に基づく 規制対象工場・ 事業場の排水監視のため、

水質測定を行っている。

令和５年度は、 生活環境項目、 健康項目等につい

て、２０７検体、１，２２９成分の水質測定を行った。

（ エ） 廃棄物処理施設等維持管理状況等調査

廃棄物及び清掃に関する法律に基づき県が指導・

監督を行っている産業廃棄物処分場等の維持管理指

導のため、 水質測定を行っている。

令和５年度は、 金属等の有害物質を中心に排出さ

れる放流水、 浸透水及び地下水等について、１０３検

体、１９８１成分の水質測定を行った。

（ オ） 温泉資源監視基礎調査

平成１３年度から 、 温泉資源の現状を把握し、 実施

してきた保護対策の効果を見守るために県が実施し

ている温泉資源監視基礎調査事業に基づき、 実施し

ている。

令和５年度は、 温泉資源を保護するために指定し

た保護地域等において３４点（ 大分市、 別府市、 日田

市、 竹田市、 由布市、 九重町） の泉源において、 年

１回、 泉温、 遊離二酸化炭素等の現地試験や試験室

において密度、 ナト リ ウム等の化学成分の試験を３４

検体、 延べ１，８１３成分にわたり 行った。

（ カ） その他

測定計画外の公共用水域・ 地下水の水質調査等の

分析を５６検体、 延べ８７１成分実施した。

イ 委託業務検査

（ ア） 瀬戸内海広域総合調査

瀬戸内海全域にわたって、 ほぼ同時期に調査を行

い瀬戸内海の水質状況を的確に把握するための調査

で、環境省の委託を受け、昭和４７年度から調査を行っ

ている。

令和４年度は、 春季、 夏季、 秋季、 冬季の年４回、

１５地点の表層水、 底層水を現地船上において採水、

水温等の測定、 試験室において生活環境項目、 ク ロ

ロフィ ル‐ ａ 、 栄養塩類等を延べ１１８検体、２，４４８成

分の検査を行った。

（ イ ） 化学物質環境実態調査

環境リ スクが懸念される化学物質について、 特定

化学物質の環境中への排出量の把握及び管理の改善

の促進に関する法律の指定化学物質の指定、 その他

化学物質による環境リ スク に係る施策について検討

する際の暴露の可能性について判断するための基礎

資料等と するための調査で環境省の委託を受け、 平

成２年度から調査を行っている。

令和５年度は、 秋季（ １１月） に大分川河口域の船

上で採水、 採泥及び水温の現場測定等を行った。 ま

た、 水中の化学的酸素要求量等の一般項目や底泥中

の硫化物濃度の測定を行う と と も に、 冬期（ ２月）

には魚体の脂質重量等を測定し、 計６検体７２成分の

測定を行った。

なお、 化学物質の分析は、 環境省委託分析機関で

実施した。
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区 分

項 目
検 体 数 成 分 数

総 件 数 １，０ ７２ １ ５，６ ９ ０

◎行政検査

測定計画による調査 ５２９ ８，０４０

海水浴場調査 ６６ １３２

事業場監視調査 ２０７ １，２２９

産業廃棄物処理施設等維持管理状況等調査 １０４ １，９８１

中分析試験 ３４ １，８１３

温泉分析 う ち飲用試験

可燃性ガス測定

その他 ５６ ８７１

小 計 ９ ９６ １ ４，０ ６ ６

◎委託業務検査

瀬戸内海広域総合調査 ６４ １，３７６

化学物質環境実態調査 ６ ７２

小 計 ７０ １，４ ４ ８

◎依頼検査

中分析試験 ３ １６１

温泉分析 う ち飲用試験

可燃性ガス測定

その他

小 計 ３ １ ６ １

◎調査研究

水環境保全・ 温泉に関する調査研究

小 計 ０ ０

◎精度管理

環境測定分析統一精度管理調査 ３ １５

その他

小 計 ３ １ ５

ウ 依頼検査

（ ア） 温泉分析

令和５年度は、 一般から の依頼によ り ３検体１６１成

分の鉱泉分析試験（ 中分析試験） を行った。

エ 調査研究

（ ア） 大分県沿岸域における海水温等の長期的な変

動の解析に関する研究

大分県沿岸域における海水温等への気候変動影響

の有無を把握するため， 公共用水域の常時監視デー

タ を用いて， 直近４０年間の長期的な変動を解析し

た。

（ イ ） 国立環境研究所と の共同研究

令和５年度は、 ｢河川プラスチッ クごみの排出実態

把握と 排出抑制対策に資する研究｣、 「 災害時等に

おける化学物質の網羅的簡易迅速測定法を活用した

緊急調査プロ ト コルの開発」 及び｢海域における気

候変動と 貧酸素水塊（ DO） ／有機物（ COD） ／栄

養塩に係る物質循環と の関係に関する研究｣に参加

した。

表４ 令和５ 年度業務実績（ 水質担当）

３０


